
陸前高田市　商工交流部　商工観光課

令和７年度



　1.　起業したい

　2.　事業拡大したい

　3.　ユニバーサルデザインに配慮した事業所にしたい

　

　4.　設備投資したい

　5.　税金の優遇を受けたい

　6.　市内に進出（立地、増設）したい

　

　7.　新規学卒者を雇用したら

　8.　土地利活用バンクを使用したら

　9.　生産性向上（販路開拓、業務効率化）を目指すとき

目　　        　次

内　　　容 ページ

⑴　新規起業支援事業費補助金 1

⑴　事業拡大支援事業費補助金 2

⑴　ユニバーサルデザイン推進補助金 3

⑴　中小企業設備投資促進事業費補助金 4

⑴　特区制度による税制優遇 5

⑴　立地奨励金・雇用奨励金・利子補給金 6

⑵　立地促進補助金 7

⑴　企業雇用拡大奨励金 8

⑴　土地利活用促進助成事業 9

⑴　小規模事業者持続化推進事業費補助金 10



◆起業したい

対　　象　　者 事　業　計　画　要　件 対　　象　　経　　費 補助率 限度額

申　請　窓　口 商工観光課　（4階）

※詳細は御相談ください。

新規起業支援事業費補助金

内　　　　　容

市内で新たに事業を始める事業者に補助金が交付されます。

起業する者
補助事業の申請年から３年目
の事業収入が３００万円を超
える計画であること

市内で事業のための施設等
を整備する際に要する経
費・建物（改築、改装、改
修に要する費用も含む）

・建物附属設備

・構築物

・機械、装置及び備品（税
抜き単価５万円以上のもの
に限る）

・広告宣伝費

・出展小間費

・印刷費

・講師依頼費

・ホームページ作成費

3/4
150万

円

チャレンジショップ入
居の決定を受けた者

チャレンジショップ応募の際
の事業計画を提出すること

10/10 20万円

チャレンジショップ
使用期限終了後から
１年以内に開業の届
け出をする者

補助事業の申請年から３年目
の事業収入が３００万円を超
える計画であること

3/4
150万

円

起業の日から
３年を経過しない者

申請時の
事業収入
300万
円未満

補助事業の申請年から
３年目の事業収入が
３００万円を超える計
画であること

申請時の
事業収入
300万
円以上

補助金の交付を受けて
設備投資を実施するこ
とにより、収益の向上
が見込める事業計画で
あること

・建物（改築・改装・改修に
要する費用も含む。）

・建物附属設備及び構築物
（建物と同時に申請する場合
に限る）

・機械、装置及び備品（単価
５万円以上のものに限る。）

申請に必要なもの

⑴ 事業計画書
⑵ 市税等納付（納入）状況確認承諾書
⑶ 陸前高田商工会の指導を受けた事業計画書
⑷ 事業費の根拠となる資料

申請日において陸前高田商工会の会員又は加入予定者と認める者

である必要があります。
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◆事業拡大したい

対　　象　　者 対　　象　　経　　費 補助率 限度額

※詳細は御相談ください。

事業拡大支援事業費補助金

内　　　　　容

市内で事業拡大をする事業者に補助金が交付されます。

事業拡大する者

現在の事業拠点に加えて、
市内において新たな事業拠
点を設けようとする際に要
する経費

・建物（改修・改築・改装
に要する費用も含む）

・建物附属設備

・構築物

・機械、装置及び備品
（税抜き単価５万円以上の
ものに限る）

・広告宣伝費

・出展小間費

・印刷費

・講師依頼費

・ホームページ作成費

3/4
150万

円

申請に必要なもの

⑴ 事業計画書

⑵ 市税等納付（納入）状況確認承諾書

⑶ 陸前高田商工会の指導を受けた事業計画書

⑷ 事業費の根拠となる資料

申　請　窓　口 商工観光課　（4階）

申請日において陸前高田商工会の会員又は加入予定者と認める者

である必要があります。
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◆ユニバーサルデザインに配慮した事業所にしたい

※詳細は御相談ください。

ユニバーサルデザイン推進補助金

内　　　　　容
ユニバーサルデザインに配慮した店舗等の整備をし、「ユニバーサルデザ
インのお店」認証を受けた事業者に補助金が交付されます。

補 助 対 象 経 費
高齢者等の移動上・利用上の利便性、安全性の向上のための整備に係る経
費（基準に適合するもの）

補　　助　　率 2/3

補　助　金　額 50万円

申請に必要なもの

⑴ 建築確認済証及び建築確認申請書写し

⑵ 工事契約書、見積書、図面等の写し

⑶ 備品の場合は仕様書

申　請　窓　口
商工観光課　（4階）　
（ユニバーサルデザインのお店認証は土地活用推進課（4階））

①店舗へ ②店舗内の移動 ③店舗での行為

ユニバーサルデザインに配慮した店舗等とは、

①店舗への出入り、②店舗内の移動、③店舗での行為が

問題なく行えるお店です。

※詳細は土地活用推進課へ
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◆設備投資したい

※詳細は御相談ください。

中小企業設備投資促進事業費補助金

内　　　　　容
設備の近代化及び合理化を図るため取得する機械・装置等を設置する場合
に要する経費に対し補助金を交付します。

対　象　業　種 製造業、ソフトウエア業、自然科学研究所

補 助 対 象 経 費
設備の近代化及び合理化を図るため取得する機械・装置等を設置する場合
に要する経費。（税抜き単価150万円以上であること。）

補　　助　　率 1 / 3 

限　　度　　額 1000万円

申請に必要なもの 取得予定の内容が確認できる書類（見積書･カタログ･仕様書等）

申　請　窓　口 商工観光課　（4階）
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◆税金の優遇を受けたい

優　遇　措　置　内　容

※詳細は御相談ください。

特区制度による税制優遇

内　　　　　容
指定された地域・業種で事業を行う場合、税金が優遇される場合
があります。

対　象　業　種

◆産業再生特区　岩手県が対象とする業種

◆商業特区　　　陸前高田市が対象とする業種

※詳しくはお問い合わせください。

⑴ 雇用減税

雇用者等に対して給与等を支給する場合、指定日以後5年間、給
与等支給額の10％を法人税の20％を限度に控除

※雇用者等：平成23年3月11日での被災3県等での「居住」又は
「雇用」が確認できる者

⑵ 設備投資減税
「建物」、「建物附属設備」、「機械及び装置」及び「構築物」
を取得し、事業の用に供した場合、一定の割合で特別償却又は税
額控除（法人税等の20％相当額が限度）

⑴ ⑵※ 、 は年度ごとにいずれか一つを選択適用となります。
（地方税との併用は可）

⑶ 開発研究用資産減税
開発研究用資産を取得して開発研究の用に供した場合、特別償却
に加え、その償却費について研究開発税制を適用し税額控除

⑷ 地方税の減税
⑵ ⑶又は の指定を受けた場合には、県や市で定めるところにより、
新規共用資産に係る固定資産税、不動産取得税、事業税を減免

相　談　窓　口 商工観光課　（4階）
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◆市内に進出（立地、増設）したい

奨　励　措　置 対　象　要　件 交　付　額 限　　　度

相　談　窓　口 商工観光課　（4階）

立地奨励金・雇用奨励金・利子補給金

内　　　　　容
市内に新たに工場等を立地する場合、または既に立地している事業所が拡
張などにより定められた金額以上の設備投資を行った場合に奨励措置を受
けられます。

対　象　業　種
製造業・ソフトウエア業、自然科学研究所、道路旅客運送業、道路貨物運
送業、倉庫業、梱包業、旅館・ホテル、その他市長が認める事業の用に供
する施設

⑴ 立地奨励金

新設：固定資産投資額が
1,500万円以上

5年間
固定資産税相当額
を交付

増設：固定資産投資額の増
加額が1,500万円以上

⑵ 雇用奨励金
市内に住む人を3人以上新規
に正規雇用し、引き続き1年
以上雇用した場合

新規雇用者
1人につき30万円
を交付

⑶ 利子補給金
立地奨励金の適用基準を満
たしていること

金融機関等からの
借入に対する利子
補給金を3年間交
付

借入平均残高の年3％が
限度
対象借入金の額は3億円
が限度

立

地

を

希

望

さ

れ

る

企

業

様

【手続き・相談・情報提供等】

・事業用地　　・優遇制度　　・技術支援

・現地視察　　・融資相談　　・産学官連携

・行政手続　　・人材確保　　・マッチング

市役所庁内各課
地元企業

金融機関

連携 教育機関

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

連携

連携

陸前高田市　商工観光課
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◆市内に進出（立地、増設）したい

⑴ 岩手県の企業立地促進奨励事業費補助金にかかる認定承認を受けた場合

新規雇用者数
３０人未満の場合

固定資産投資額の10分の３に相当する額以内の
額で、３億円限度。

新規雇用者数
３０人以上の場合

固定資産投資額の10分の３に相当する額以内の
額で、５億円限度。

⑵ 岩手県の企業立地促進奨励事業費補助金にかかる認定承認を受けていない場合

新規雇用者数
３０人未満の場合

固定資産投資額の10分の３に相当する額以内の
額で、１億５０００万円限度。

新規雇用者数
３０人以上の場合

固定資産投資額の10分の３に相当する額以内の
額で、３億５０００万円限度。

申 請 窓 口 商工観光課　（4階）

※詳細は御相談ください。

立地促進補助金

内　   容
市内に新たに工場等を立地する場合、または既に立地している事業所が拡張な
どにより定められた金額以上の設備投資を行う等、対象要件を満たした場合に
補助金が交付されます。

業　   種
製造業、ソフトウエア業、自然科学研究所、道路旅客運送業、道路貨物運送
業、倉庫業、こん包業、旅客・ホテル業、その他市長が認める事業の用に供す
る施設

区　   分 新設 増設

投  資  額
1,500万円以上
１億円未満

1億円以上
2,000万円以上
１億円未満

1億円以上

新 規
雇 用 者 数

３人以上 ５人以上

３人以上かつ増設
後の雇用者数が
３人以上増加する
こと

５人以上かつ増設
後の雇用者数が
５人以上増加する
こと

補  助  額

立 地 区 域
・三日市工業団地
・長部漁港水産加工団地
・小友浦地区工場適地

・長部地区工場適地
・下宿地区工場適地
・復興居住区域
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◆新規学卒者を雇用したら

※詳細は御相談ください。

企業雇用拡大奨励金

内　　　　　容

市内に事業所があり、新規学卒者を６ヶ月以上常用雇用した事業主に奨励
金を支給します。

支　　給　　額 新規学卒者の雇用一人につき、１０万円を事業主に支給

申　請　時　期 新規学卒者を採用した日から６か月経過後の翌月２０日まで

申請に必要なもの

⑴ 陸前高田市企業雇用拡大奨励金支給申請書

⑵ 雇用証明書

⑶ 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

⑷ 卒業が証明できる書類(卒業証明書の写し、卒業証書の写し等)

⑸ 勤務状況が確認できる書類

申　請　窓　口 商工観光課　（4階）

新規学卒者とは…

高等学校以上(専門学校含む)の学校を卒業後、翌年3月31日までに市

内事業所に就職し、市内に住所を有する者をいいます。
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◆土地利活用促進バンクを使用したら

相　談　窓　口 土地活用推進課（4階）

※詳細はご相談ください。

土地利活用促進助成事業

内　　　　　容

「土地利活用促進バンク制度」を利用して土地を購入し、家屋を建設
した方に対し、土地と家屋の固定資産税相当額を『陸前高田地域共通商品
券』で支給します。

対　　象　　者

・土地利活用促進バンク制度を利用し、購入又は賃貸借をし2年以内に家
屋を取得した個人又は法人

・家屋の建設又は購入時に、被災者（被災事業者）に対する各種支援制度
を受けていない個人または法人

対　象　家　屋
住宅、住宅兼店舗、店舗、貸家、事務所、事業所、倉庫等（建築基準法に
基づく建築確認申請を行い、確認済証の交付を受けたものに限る。）

助　　成　　額 年間２０万円上限　　１０年間助成　　最大で１００万円

申　請　時　期 対象物件に対する当該年度分の固定資産税を完納後

対　象　区　域
高田地区、今泉地区被災市街地復興土地区画整理事業区域内のかさ上げ
部、平地部に換地され、土地利活用促進バンクに登録された土地

申請に必要なもの
⑴ 交付申請書
⑵ 家屋の建築検査済証（写）
⑶ 対象固定資産税の課税明細書（写）

土地利活用促進バンク制度とは…

高田地区及び今泉地区土地区画整理事業地区内のかさ上げ部及び

平地部の未利用地について土地所有者と利用希望者を結びつける

ため、市が所有者と利用希望者への連絡や調整を行う制度です。

（売買・賃貸借の交渉、契約については当事者間で行っていただ

きます。）
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◆生産性向上（販路開拓、業務効率化）を目指すとき

※詳細は御相談ください。

小規模事業者持続化推進事業費補助金

内　　　　　容
小規模事業者が経営計画を自ら策定し、商工会の支援を受けながら生産性
向上（販路開拓、業務効率化）の取り組みを行う場合、補助金が交付され
ます。

対　　象　　者

市内に事業所を有する小規模事業者で、令和５年２月以降に経済産業省の
小規模事業者持続化補助金(※1)一般型（通常枠）に応募し、採択となら
なかった者
（陸前高田商工会による指導を受けること）

補　　助　　率 ２/3

限　　度　　額 ３０万円

対　象　経　費
機械装置等整備費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費、旅
費、開発費、資料購入費、雑役務費、借料、設備処分費、委託費、外注費

申請に必要なもの

⑴ 市税等納付（納入）状況確認承諾書

⑵ 上記(※1)持続化補助金の申請を行ったことが分かる書類

⑶ 上記(※1)持続化補助金が不採択となったことが分かる書類

⑷ 補助対象経費が分かる見積書等の写し

申　請　窓　口 商工観光課　（4階）
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